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記者懇談会資料 

2024.8.8 

ATP の提言 

 

ATP は、総務省や自民党でプレゼンテーションを行い、製作会社と放送事業者の制作取

引に関する現状改善を訴えてまいりました。これは製作会社にとっての問題というだけで

なく、放送業界全体にとって改善すべき問題であり、特に実写コンテンツ産業の活性化に

とっても重要な課題であると認識しています。その危機意識を業界全体で共有し、改革を

進めることが今最も大切なことであると考えています。 

今回はこれまで各所で訴えてきた内容の中から、最初にまず、価格転嫁と管理費につい

ての現状をお話しし、後半は、日本のコンテンツ産業の未来のために改善すべき点と、必

要な施策の提言についてお伝えいたします。 

 

➡参照 5⃣ ATP の提言１『コンテンツ支援を行う中央官庁的機関の設置』 

6⃣ ATP の提言２『プロの映像制作者を育成する教育機関の設置』 

 

 

１ 価格転嫁が進まない状況 

原材料価格やエネルギー費 ・労務費等のコストが上昇する中、雇用の約７割を支える中小企業でも賃

上げができる環境を整備することを目的とし、中小企業庁では価格転嫁をはじめとした下請取引の適正

化を行うことを推進しています。 

これに伴って実施された令和６年３月の 「価格交渉促進月間」に関するフォローアップアンケート調

査結果(図１)では、価格転嫁を実施した業種（発注側企業から見た）のランキングで放送コンテンツ業は 

27 位中 26 位、価格転嫁に応じてもらえた（受注側企業から見た）業種別では 24 位と、いまだ低順位と

いう結果でした。エネルギーや労務価格の上昇も、番組製作会社の経営に直結します。番組製作予算の

決定は、製作内容を伴うもので積み上げ方式であるべきと考えます。ATP では、放送局各局へ訪問を行

い、価格転嫁交渉の場を設け、実態に即した予算の作成をお願いしております。 

コンテンツのグローバル化が議論される中、良質なコンテンツの維持向上のために、制作費の価格転嫁

は引き続き喫緊の課題であると考えています。 

 

価格転嫁資料 

・価格転嫁の放送コンテンツ業界の現状としては、あいかわらず低い順位となっています。 
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(図１)2024 年 6 月 24 日 中小企業庁 2024 年 3月 価格交渉促進月間フォローアップ調査結果より 
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・今年 5 月に会員社に向けて調査した結果を見ると、テレビ局は価格転嫁に応じてくれたとしながらも、

その転嫁率は現状とはかけ離れ少ないものになっている現状が見えています。 

Q：放送局(BS局含む)と取引を行う際、相手は価格転嫁の交渉に十分に応じてくれましたか。 

 

 

 

２ 適正な管理費の確立に向けて 

ATP では、「適正な管理費の確立」を制作取引上における喫緊の課題と捉え、２０２２年度より活動

方針として掲げています。製作会社で言う「管理費」とは、売上原価以外の費用を示すもので、一般的

に「販管費」や「間接費」とも言われています。「管理費」は、ディレクターやプロデューサー以外に、

制作に直接かかわらない、経理・総務・人事などのスタッフ人件費や、事務所の家賃や光熱費など、会

社運営に不可欠な費用となっています。 

 中小企業実態調査では、販管費比率の平均は 23.7％となっています。しかしながら、製作会社の管理

費は計上されていたとしても、約 5％～10％程度という結果(図２)となり、この数字では経営が成り立た

ちません。さらには、管理費を製作会社の利益だと捉え、削減対象にされるケースが未だにあります。

また、管理費を局側から指定される実態も見受けられ、「管理費」についての周知は課題です。さらに、

管理費の設定比率については指標がなく低い設定であることがわかり、製作会社の維持向上に直結する

重要課題であると考えます。 

 

管理費資料 

・今年１月に会員社に向けて取ったアンケートによると、見積書が積算方式ではなく、局が設定した予

算の逆算で行うケースが多く見られます。また、働き方改革により、制作日数やスタッフ増に対応する

ものの、その補填は局からはなく、製作会社の負担になっているケースが散見している結果となりまし

た。 

その他の回答： 

・応じてくれたが「十分」ではなかった(２) 

・基本価格転嫁交渉するがケースバイケ

ース、担当者次第、と話にならない 

・まだすべての取引先と交渉はしていな

いが、打診した取引先は交渉には応じて

くれた。 
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2024 年２月８日（木）総務省「放送コンテンツの適正な製作取引の推進に関する検証・検討会議」発表より 

 

2024 年２月８日（木）総務省「放送コンテンツの適正な製作取引の推進に関する検証・検討会議」発表より 

 

・ATP としては、枠予算に合わせた見積もりではなく、企画内容に合わせた積み上げ方式による適正な

制作費から協議をスタートすることを必須とすることを提言しています。現在、製作会社が見積もりで

計上している管理費は、５～10％が限度。この数字では、製作会社の経営は成り立ちません。 

・今年５月に再度会員社に対して管理費についてアンケートをとりましたが、この状況は変わりません

でした。 
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(図２)2024 年５月 20 日（木）総務省「放送コンテンツの適正な製作取引の推進に関する検証・検討会議」発表より 

 

３ 制作費減少の実態と著作権保有率の低迷について説明 

多様な放送文化の維持や番組製作会社の経営の根幹をなす制作費は、広告収入の低迷と放送局の収入

減とともに下降傾向にあります(図３)。こうしたことから製作会社は、制作外収入も重要な収入源として

考えています。 

しかし、放送される大半の番組に製作会社が関与しているにも関わらず、実際に製作会社が著作権を

保有できるケースは少なく、年々さらに減少しています(図４)。 

その理由として、放送局と製作会社間で十分な協議が行われているとは言えない実態があります。背

景には、発注者という優越的地位にある放送局に対して、製作会社が取引成立を優先し、声を上げにく

いという現実があります。実際に、製作会社が制作の主体と責任を担っていても、著作権を保有できな

いケースが多く見受けられます(図５)。 

自らの手で制作した製作会社やクリエイターが最も番組を理解し熱意を持っており、だからこそ実現

できる展開もあるはずです。そして、製作会社がその責任と役割の大きさに応じて、適正な権利や二次

配分が得られるような仕組みづくりが必須だと考えます。 

 

著作権保有資料 

・テレビ局の広告収入は減収し、それに呼応して番組制作費も減少しています。製作会社の経営も悪化

する悪循環が続いています。 
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(図３)2024 年 7 月１２日 総務省 公共放送 WG 発表「ATP の海外プロジェクトについて」より 

 

・制作外収入を得るには、制作番組の著作権を持つことが必要となります。しかしながら、IP ビジネス

を推進するテレビ各局による権利の囲い込みか、製作会社の著作権保有率が年々減ってきています。 

 

(図４) 
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(図５)2024 年 6 月 13 日 自民党発表資料「製作会社の著作権帰属の制度整備と提言」より 

 

４ 日本の実写コンテンツの現状 

日本コンテンツ産業は 4.7 兆円規模と半導体と同等規模のビジネスにある一方（アニメやゲーム等）、

日本の実写コンテンツの海外売上はその僅か３％(図６)という危機的現状があります。これを打開するた

めには、コンテンツをその最前線で支えているクリエイターの力を存分に発揮させる環境づくりが必須

だと考えています。 

 

(図６)2024 年 7 月１２日 総務省 公共放送 WG 発表「ATP の海外プロジェクトについて」より 
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５ コンテンツ支援を行う中央官庁的機関の設置～ATP 提言１ 

 韓国では、韓国コンテンツ振興院(KOCCA)による製作会社への継続的資金提供により、製作会社の

独立性が担保され世界的ヒットコンテンツを生んでいる(図７～８)現状があり、１兆ウォンの官民合同フ

ァンドの設立も発表されています。 

ATP としてはグローバル制作力強化のために、コンテンツ製作を担う製作会社に対して継続的に支援

する中央官庁的な機関の設置、また官民ファンドで投資家が製作投資できる体制づくりの実現、映像制

作に対する税制優遇措置の検討などを提言しています。 

 

 

(図７)2024 年 6 月 13 日 自民党発表資料「製作会社の著作権帰属の制度整備と提言」より 
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(図８)韓国 コンテンツ振興院（KOCCA）の支援事例 出所：韓国コンテンツ振興院（KOCCA）Brochure 

 

 

６ プロの映像製作者を育成する教育機関の設置～ATP 提言２ 

これまで製作会社は映像制作を目指す若者たちを雇い、時間と予算をかけて育成してきましたが、今

その余裕が無くなってきています。他方欧米や韓国では、映画製作を専門に教える大学やカリキュラム

が充実し、優秀な人材を多く輩出している実績もあります。そこで ATP は、大学など学生時代に高度な

スキルを身につけられる専門教育を日本でも拡大してほしいと政府に対して求めています。 

このままでは、日本の実写コンテンツ産業の未来は暗澹たるものと言わざるを得ません。今こそ、官

民が連携して日本の実写コンテンツ産業を成長させる方策を図るべきであると考えます。 

 

 

以上 

 


